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1)* 1) 2)柴野武志 、市川大介 、瀬戸口裕二
なよろ地方職親会、 名寄市立大学保健福祉学部社会福祉学科1） 2）
１．ジョブコーチの施策の変遷
昭和 年（ 年 、米国においてリハビリテーション法の改正により （援助付き61 1986 Supported Employment）
雇用）が誕生し、制度化された。これを日本職業リハビリテーション学会関係者が中心となり我が国に紹介






域開発援助事業」が、平成 年（ 年）には、生活支援パートナーを社会福祉法人等の職員にも委託する11 1999
「社会福祉法人等との連携による職域開発援助事業」が開始した。また、職域開発援助事業で対象とされな
い採用後に職場定着に課題を有する者に対するニーズへの対応として、平成 年～平成 年に「ジョブコー12 13
チによる人的支援パイロット事業」を実施した。
平成４年（ 年）～平成 年（ 年）の職域開発援助事業では、職場実習段階から常用雇用へのスムー1992 13 2001
ズな移行を図ることを目的としており、高い就職率など一定の成果を上げたものの、就職後に生じる不適応
に対しても支援を行うことの必要性が指摘された。そこで、平成 年（ 年）より全国の地域センターに14 2002
おいて「職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援事業 （以下「ジョブコーチ支援事業」という ）を開」 。
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現在 国のジョブコーチ支援事業は 地域センターに所属する高度な専門性を持つジョブコーチ 以下 配、 、 （ 「
置型ジョブコーチ」という 、民間の社会福祉法人等に所属し、支援先の企業に出向く第１号職場適応援助。）
者（以下「第１号ジョブコーチ」という ）及び企業に所属する自社内で発生した課題に応じて支援する第。
２号職場適応援助者（以下「第２号ジョブコーチ」という ）の３種類のジョブコーチが存在している 。。 1）
２．北海道の現状
北海道内のジョブコーチの状況については、現在、配置型ジョブコーチが 名稼働している（札幌市にあ10
る北海道障害者職業センターの本所に 名。旭川市にある北海道障害者職業センター旭川支所に３名 。7 ）



































なよろ地方職親会の平成 年度の会員数は 。そのうち、障がい者を雇用している会員は 社。事業所の25 86 24
規模は、従業員数が「 人未満」の事業所が、全体の ％を占めており、中小・零細企業で、地域の障害者56 79
雇用を支えている状況がある（表１ 。）
、 。 、 。事業所に就労している人数は 名 就労している事業所の業種については 表２のとおりとなっている44













事 業 所 の 規 模 
( 従 業 員 数 ) 56人未満 56～100 101～200 201～299 301以上 合計 
事 業 所 数 19 3 1 0 1 24 
 
年数 1年未満 1～4 5～9 10～14 15～19 20～29 30年以上 不明 合　計
男 8 4 3 4 2 3 1 25
女 5 5 5 2 1 1 19
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図４ 会社内でのジョブコーチ支援の様子
